
 

地域生活支援事業 

 （１） 事業の名称・内容等 

名   称 対       象 内        容 

移動支援事業 
（ガイドヘルパー派遣） 

障がいのため外出が困難な者及び児童 

・身障手帳１・２級の全身性障がいのある人 

・単独では外出が困難な知的障がいまたは、 

精神障がいのある人 

・その他上記に準じる状態 

・社会生活上必要不可欠な外出 

・余暇活動等、社会参加のための外出 

・その他特に必要と認められる外出 

※日用品の買い物などには利用できません 

※指定居宅介護事業者に委託して実施して

います。 

 コミュニケーション 

支援事業 
（手話通訳者派遣 

・要約筆記者派遣） 

 聴覚障がいまたは、音声・言語機能障がいに

より手話通訳を必要とする場合、手話通訳者

を派遣します。 

  

※要約筆記者の派遣については、障がい福祉

課へお問合せください 

 派遣内容：以下を除いた場合とします。 

・対象者が行事等を主催するとき（冠婚葬

祭を除く。） 

・暴力団（暴力団員による不当な行為の防止

等に関する法律第２条第２号に規定する暴

力団をいう。）または、暴力団員が関するとき 

・合理的配慮に基づき、手話通訳者が設置さ

れているとき 

・社会通念上不適切であると判断するとき 

※大阪聴力障害者協会に委託して実施して

います。 

 障がい者緊急時 

手話通訳者派遣事業 

聴覚障がいまたは、音声・言語機能障がい

により手話通訳を必要とする場合。 

 ・病気または、事故により救急車の要請をした

場合等の緊急時において、救助を行う上で

当該聴覚障がい者等との意思疎通を円滑に

するため、緊急時手話通訳者を派遣する。 

日中一時支援事業 
日中において介護する家族等がいないた

め、一時的に見守り等の支援が必要な障がい

のある者及び児童。 

・家族の病気・就労等の事情のため、日中 

介護者がいない場合 

・日常的に介護している家族の一時的な休息 

のため等 

※指定短期入所事業者等に委託して実施し

ています。 

障がい者自動車 
改造助成 

自らが所有し運転する自動車の手動装置等

の一部を改造することにより社会参加が見込

まれる人で、運転免許証に運転できる自動車

の種類等を限定する旨の条件を付されている

人。（所得制限があります） 

・１人１台限り、自動車の改造に要した費用

を助成。ただし１０万円を限度。 

※５年以内に本事業による補助を受けた人

は該当しません。 

  

地域活動支援センター 

 

障がいのある人 

・障がいのある人に創作的活動、生産活動 

の機会等日中活動の場を提供します。 

・社会との交流の促進等地域の実情に応じ

た事業を行います。 

※守口市では地域生活支援センターシュポ

ールが実施しています。 

※上記と同等のサービスが介護保険その他の制度から受けられる場合は、地域生活支援事業は受けられません。 



 

 （２） 地域生活支援事業の利用の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 地域生活支援事業については、障がい支援区分の認定は必要ありません。 

３ 支給決定 

市は聞き取り調査の内容を踏まえ、サービスを支給決定します。 

４ 受給者証の発行 

市から利用者に、支給決定の内容を記載した「受給者証」が交付されます。 

５ サービス事業者等との契約 

利用者は、サービス事業者等と利用契約を交わします。 

６ サービスの利用を開始 

１ 受付・申請 

  ［持ち物］・マイナンバーの確認できるもの 

・収入状況が分かるもの 

（年金振込通知や課税・非課税証明書など） 

・障がい者手帳 

２ サービス利用についての調査 

地域生活支援事業のみの利用を希望する方は、職員によるサービス利用について

の聞き取り調査を受けます。 



 

 （３） 地域生活支援事業の利用者負担について 

①  利用者負担の必要な事業と上限月額             

事 業 名 
利用者 

負 担 

利用者負担上限月額 

生活保護世帯 市民税非課税世帯 市民税課税世帯 

移動支援事業 事業に要

する費用

の１割(※) 

０円/月 ０円/月 ４，０００円/月 

日中一時支援事業 ０円/月 ０円/月 ４，０００円/月 

※事業ごとの負担上限月額です。 

※上記以外の地域生活支援事業の利用料は無料です。（日常生活用具給付等事業は除く） 

 

②  所得を判断する際の世帯の範囲 

利用者 世帯の範囲 

障がい者 本人・配偶者 

障がい児 住民基本台帳上の世帯 

 

③  事業に要する費用 

事業名 事業に要する費用（サービス単価） 

移動支援事業 

３０分ごとに８５０円（令和４年８月利用分から「８００円→８５０円」に改正） 

移動支援に伴うガイドヘルパー分の交通費・入場料等は利用者の負担です。

（ただし、食事代は除く。） 

日中一時支援事業 

利用時間４時間まで･･･２，０００円 

４時間以上８時間まで･･･４，０００円 

８時間以上…６，０００円 

 

【利用者負担額算定の例】 

    市民税課税世帯の人が、移動支援を月３０時間利用の場合 

      ８５０円×２×３０時間＝５１，０００円・・・事業に要した費用 

      ５１,０００円の１割＝５，１００円 

      市民税課税世帯の負担上限月額は、４，０００円 

      →この人のこの月の利用者負担額は、４，０００円 

       （市は、事業者に５１，０００円－４，０００円＝４７，０００円を支払う。） 

 

 


